
老朽化したダムや頭首工を整備することで、地域の安全を守る。

Ⅰ氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策区分１

①洪水氾濫対策区分２

老朽化したダム、頭首工の改修を実施対策内容

北陸農政局実施主体

（様式2-取組概要）
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資料４



Ⅰ氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策区分１

③土砂災害対策区分２

砂防施設の整備対策内容

国土交通省北陸地方整備局飯豊山系砂防事務所実施主体

【砂防施設の整備】横山沢上流砂防堰堤（新発田市）

（様式2-取組概要）

加治川流域における砂防施設の整備推進

【砂防施設の効果】横山沢砂防堰堤

【位置図】

事業範囲（加治川流域）

1978年（S53年）梅雨前線豪雨被害（加治川・胎内川）

令和2年8月撮影

崩落の痕跡（加治川支渓流）

横山沢上流砂防堰堤（令和7年度完成）

【砂防施設の整備】中中山沢砂防堰堤（新発田市）

流域写真

中々山地区

中中山沢砂防堰堤

県道新発田津川線

中々山公会堂

流域界

土砂災害
警戒区域

真木山砂防堰堤 郡谷川第２号砂防堰堤

郡谷川砂防堰堤

令和6年度施工状況

中中山沢砂防堰堤

横山沢上流砂防堰堤
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Ⅰ氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策区分１

③土砂災害対策区分２

治山施設の整備対策内容

新潟県新潟地域振興局農林振興部実施主体

（様式2-取組概要）

胎内川周辺地域で治山施設を整備中（胎内市鍬江地内）

位置図

対策前

融雪による地すべり性の山腹崩壊に
より崩壊土砂が流出して拡大崩壊の
恐れがあることから、谷止工や護岸工を
整備し、下流の鍬江集落や国道290
号線を土砂災害から守る対策を行って
います。

施工状況

３



要配慮者施設について、水害や土砂災害、津波などの被害想定区域に対して、避難確保計画の
作成が義務付けられている。
計画未作成施設への作成支援や既存計画の見直し・確認等を踏まえ、県の協力を得て研修会を

実施した。

【主な内容】
・日 時 令和６年７月16日（火）

13：30～16：45
・会 場 胎内市役所２階 大会議室
・主 催 胎内市 協力：新潟県、新潟地方気象台
・参 加 18施設

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策区分１

③区分２

要配慮者施設の避難確保計画作成研修会を実施対策内容

胎内市実施主体

（様式2-取組概要）
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令和６年３月に、新規で「胎内市防災アプリ」を導入し、
市報、ホームページにて登録について周知した。今後も多
くの市民から登録いただけるよう引続き周知していく。
内容は、防災情報等の緊急情報や市からのお知らせ通知

が、音声と文字で情報配信されるほか、災害時の避難所情
報の確認、気象情報や新潟県河川防災情報などの各種防災
情報がリンクされており、迅速に情報を取得することが可
能となっている。また、災害時の安否確認等に活用するＮ
ＴＴ災害用伝言版にもワンプッシュで到達できる。
令和７年８月には、現在再整備工事中の防災行政無線と

も連動される予定。

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策区分１

③区分２

新規で胎内市防災アプリを導入し、登録について周知・広報を実施対策内容

胎内市実施主体

（様式2-取組概要）
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当市では、自主防災組織育成事業補助金により、訓練や講演などの活動、防災士の育成、資機
材整備等、自主防災組織への支援を行っている。また、各自主防災組織の日程に合わせ、土・
日・祝日を問わず市職員による防災講話、消防団や消防署の協力により心肺蘇生法の講習など実
施している。
（令和７年３月31日現在、自主防災組織率：98.01％）

【補助金の額】補助対象経費の2/3以内
【交付回数】年度１回
【限度額】初回：30万円、2回目から3回目：20万円、4回目以降：10万円

ほか、別に防災士育成（資格取得）補助

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策区分１

⑥区分２

自主防災組織への支援（活動や資機材整備への補助金支給など）対策内容

胎内市実施主体

（様式2-取組概要）
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より迅速で確実な防災情報の伝達が行えるよう、防災行政無線システム再整備工事を実施中。
（令和５年度から令和７年度）

【主な再整備内容】
・通信方式の変更（同報系：16QAM→QPSK 通信エリアの拡大。音声の品質良。）
・屋外拡声子局の増設（47局→74局 市内生活圏域全てに音が届く。）
・高性能スピーカーに変更（新設の屋外拡声子局、既存の子局に高性能スピーカー設置。）
・引続き、戸別受信機を全戸配布
・防災行政無線の遠隔操作機能（迅速は情報伝達の整備として、登庁せずに防災行政無線を

遠隔操作により流すことが可能。）
・市防災行政無線と消防署のシステムを連動。
・市防災行政無線と令和６年３月に導入した防災アプリを連動（Jアラート連携含む。）

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策区分１

⑥区分２

より迅速で確実な防災情報の伝達が行えるよう、防災行政無線の再整備を実施対策内容

胎内市実施主体

（様式2-取組概要）
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水難災害発生防止ＰＲのため，以下の時期および配布先にチラシ・ポスターを配布する。
１．配布時期：毎年夏休み前（７月前半）
２．配布先：

①保育園 チラシ約 ２０枚，ポスター２枚
②小学校 チラシ約３５０枚，ポスター２枚
③滝谷森林公園 ポスター ２枚
④駐在所 ポスター １枚
⑤漁業協同組合 ポスター １枚
⑥土地改良区連合 ポスター １枚

Ⅲ 被害の軽減，早期復旧・復興のための対策区分１

避難体制等の強化区分２

ダム放流に伴う水難災害発生防止に向けた広報活動対策内容

東北電力株式会社実施主体

（様式2-取組概要）

チラシ例 ポスター例 ８


